
要　旨

　中小企業も新たな事業分野への展開を模索しなければならない。そのためには，企業間
で連携体制を構築することが重要になろう。企業連携では，パートナー企業の知的資産経
営情報を事前に確認することが，より良いパートナー企業の選定，連携事業の円滑な運営
等に必要になると考えられる。近年では，中小企業に対して知的資産経営報告書をはじめ
とした報告書を活用することが求められている。しかしながら，これまでの研究からは，
これらの報告書が企業連携などに向けた外部報告書として活用されているとは言い難い。
　本研究では，研究開発型の連携事業を行った中小企業にアンケート調査を行った。その
結果，パートナー企業の選定に利用した情報では，知的資産に関わる情報の入手が少ない
ことが明らかになった。しかしながら，長期的な関係構築を意識している企業において
は，少数ではあるが財務情報，業務プロセスなどを確認する傾向にあり，知的資産経営報
告書のような報告書の形式で，自社の事業・技術と財務情報などを関連付けてまとめるこ
とは有用と考えられる。

１．はじめに

　近年，さまざまな分野でグローバル化，情報化が進展していることから，中小企業も広
い視野で新たな事業分野への展開を模索しなければならない。しかし，多くの中小企業は
新規事業展開に向けた具体的な行動を起こせていない。大阪商工会議所が平成２５年４月に
行った中小企業への調査では，新規事業分野への意欲を持つ企業は４割を超えるが，具体
的な活動を行っている企業は製造業では８．３％にすぎないという結果が出ている。中小企
業は，特定の分野に特化した経営資源を持つ組織であり，また経営資源が豊富とは言えな
い。したがって中小企業は，企業間で連携体制を構築することが重要になる。
　企業連携を行う場合，自社の経営資源を明確化することが必要である。近年では無形な
知的資産の活用も重要視されており，中小企業においても知的資産経営報告書をはじめと
した報告書を活用し，自社の知的資産を意識すること，その内容を適切に示し評価される
ようにすることが求められている。同様に，連携するパートナー企業に関しても，その企
業の知的資産経営情報を知ることは，より良いパートナー企業の選定，連携事業の円滑な
運営等に必要になると考えられる。しかし，パートナー企業の選定に知的資産経営に関係
する報告書が利用されたことは多くないと考えられる。
　知的資産経営報告書に記載する内容が，企業連携のパートナー企業の選定に必要とされ
る内容に即していないとするならば，どのような記載をすれば活用されるのか検討しなけ
ればならない。そのためには，様々なタイプの企業連携において，実際のパートナー企業
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の選定に必要とした情報を確認する必要がある。

２．先行研究

２．１　企業連携
　近年の環境変化から，企業間関係がどのように変化し企業間連携が必要とされてきてい
るか，また企業間連携を成功させるために必要とされているものは何か，についての先行
研究を確認する。
２．１．１　連携の必要性
　企業間における連携は，企業が有する経営資源の強みを他企業の強みと結合させること
で，新規技術の開発，新規事業の開発，市場拡大などを図り，自社の持続可能性と競争力
を生むことにつなげるものである。
　森川（２０１２）は，これまでの企業連携を取引形態の観点から，一般的取引，連携的取引，
系列的取引に分類している。一般的取引は「市場を通してまったく自由にかつ相互平等的
に行うことができるが，安定性という面では最も低い」形態，連携的取引はすべての取引
を「直接組織を通して相互互恵的に行うことができる」形態，系列的取引は「直接組織を
通して支配従属的な関係の下で，双方ともに最も安定的に行うことができるが，自由度は
最も低い」形態である。森川は，これまで存在していたさまざまな境界や障壁が，情報化，
国際化，学際化などの要因からなくなり，ビジネスの「ボーダレス化」が浸透してきてい
ること，「中小企業が大企業の事業領域・分野に進出するよりもむしろ，逆に大企業が中
小企業の事業領域・分野に進出することが容易になってきている」 ことを指摘している。
そして，「系列的取引の有する安定性と，一般取引の有する自由性という二つの長所を相応
に併せ持つ連携的取引」 ，「厳密かつ固定した系列的な関係よりもむしろ柔軟かつ緩やか
な連携的な関係」 が必要と述べている。これらのことは，企業規模に関係なく起こってい
ることと言えよう。中小企業は，「経営資源のあらゆる面に局面において，大企業よりも身
軽でかつ迅速に対処」 する必要がある。これは「企業連携によって初めて実現することが
できる」 と考えられる。
２．１．２　連携の成功要因
　里見（２００５）は，中小企業の連携における成功要因について，連携組織の活動状況に関
するアンケート調査，および事例による考察を行っている。この考察において里見は，連
携という共同作業で成功するためには，構成メンバーが個々に連携を有効に活用する条件
を備えていたことだけでは不十分であり，相互に協力し，開発案件の実現化に努力する関
係，すなわち相互の信頼と協調が必要と述べている。
　真鍋（２０００）は，「系列」的な日本型取引関係に関して，取引関係を協調的取引関係と
契約的取引関係とに類型化したのち，協調的取引関係における信頼に関して研究してい
る。協調的取引関係は，「取引関係に固有な資産や技能が存在し，この関係から利益が生じ
ること」 であり，さらに「共通する問題に対して，協同して問題解決が図られる」viiことで
ある。そして，この取引関係から信頼が構築される。「取引相手への信頼形成プロセスは，
関係構築以前の評判と関係構築以後の経験から構成される。評判は，その普遍的・水準的
性格から「契約遵守の信頼」と「能力への信頼」に密接な関係があり，経験は文脈依存的
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な「好意による信頼」と結びつく」viiiとされる。ここで，「能力への信頼」とは技術的・経
営的能力が中心となるもの，「契約遵守の信頼」とは文書・口頭で約束を守るという倫理
基準によるもの，「好意による信頼」とは友好的なコミュニケーションなどからの非限定的
コミットメントによるものである。
　真鍋からは，連携前にすでに信頼が構築されていることが想定される。松原（１９９９）は，
企業間関係における信頼の概念の整理，分類を行っている。酒向（１９９２）の調査結果につ
いて考察し，日本企業は善意に基づく信頼だけでなく，取引先が公正であるかどうかの情
報によって信頼に値するかどうかを判断していると結論づけている。
　これらの研究から，企業は連携事業前に相手企業が信頼に値するかを判断する情報を入
手し，信頼に値すると判断した場合にのみ連携事業を行うと考えられる。そして，この事
前の信頼は，契約遵守の信頼と能力への信頼から成る。現在は企業間の取引において契約
を締結することが前提とされるため，契約遵守の信頼よりも能力への信頼の方が重視され
るであろう。能力への信頼は，技術的・経営的能力が中心となる信頼である。すなわち，
相手企業の規模，事業内容，財務情報（信用情報），知的資産（知財，ノウハウ），に関す
る経営情報を知ることである。中小企業は財務情報の開示は十分ではなく，これまで開発
等の実績を中心とした開示が行われる傾向にある。しかし，長期間に渡って連携するに
は，相手企業の財務情報や開示される実績以外の知的資産の確認も必要であろう。した
がって，連携事業を行うパートナー企業として信頼するための情報とは，実際にはどのよ
うなものか確認する必要がある。

２．２　中小企業連携におけるパートナー企業情報
　連携事業を行った企業がどのようにパートナー企業を選択しているか，連携事業に知的
資産経営報告書等は有効に活用されるか，などについての先行研究を確認する。
２．２．１　パートナー企業とのきっかけ
　岡室（２００６）の中小企業の産学連携に関する研究では，連携の効果は相手との距離に左
右されるが，連携相手は広範囲から適切な相手を探索しているとしている。
　牧浦（２００８），岡室（２００９）など産学連携に関する報告では，時間的距離の近接（短時
間）性が重要，展示会の活用などが，市場・技術に関する貴重な情報源，経営者の人脈が
連携相手を見つけるときに重要な方法とされている。そして，８割は以前に産学連携の経
験を持ち，その２/３は連携相手と過去に共同研究を行っているなど，以前からの付き合い
を踏まえたものとされる。
　関（２００９）の異業種間で市場開発を行う連携に関する研究では，連携企業は同一都道府
県内の企業である場合が多いとされている。この報告では，構成メンバーとの関係のきっ
かけは，従来の取引先が最も多く５６．９％，知人からの紹介３７．６％，その他として金融機関，
取引先企業，公的機関からの紹介，展示会，交流会などが２８．４％とされている。
　これらの研究から，パートナー企業は近隣の従来の取引先が多いと考えられる。しか
し，パートナー企業と知り合うために展示会や紹介などを活用していること，現在はICT
の発達により情報のやり取りに距離的制限は大きくないこと，などから，パートナー企業
との近接性は従来からの取引先を選択した結果であり，パートナー企業が自社と同一地域
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にあるかどうかは重視していないと考えられる。
２．２．２　企業連携における知的資産に関わる報告書の効果
　知的資産経営報告書には，組織マネジメントに関する記載が求められている。これは，
パートナー企業との間でのマネジメントの方針等についてのすり合わせに必要となる。ま
た，中長期的な視点で持続的に利益をあげるための取り組みを記載している点は，パート
ナー企業との長期的な連携を検討する上では有用と考えられる。これらは，知財報告書や
技術情報などの広報誌などと比較して，知的資産経営報告書の方が連携に向けた情報発信
としては有用であることを示している。
　濱岡（２０１３）は，上場企業の研究開発の連携に関する調査を行っている。この研究では，
研究開発における外部連携のための仕組みとして，知財に関わる報告書の発行を上げてい
る企業は７．３％に過ぎない。また，米岡（２０１５b）の中小企業基盤整備機構が行っている支
援事業と知的資産経営報告書の研究では，報告書が連携事業に影響を与えたと考えられる
事例は非常に少ない。これら２つの先行研究から，知的資産や知的財産に関する外部報告
書の連携事業に与える影響は，非常に小さいと考えられる。
　一方で，知的資産経営報告書が外部報告書として，有効に機能するという報告もある。
中森（２０１０），佐原・鉢嶺（２０１３）などの研究では，報告書は顧客開拓や新規事業開拓に
有用であると報告されている。中森（２０１０）は，経営改善や新規事業開拓の手段として報
告書を活用する企業が増えてきており，「顧客開拓や顧客との関係強化」は報告書作成の効
果として４番目に挙げられるものだとしている。この研究では，顧客開拓や新規事業開拓
を報告書の作成目的として設定していた中小企業は約３０％であった。また，近畿経済産業
局（２０１０）の調査結果では，「新規開拓顧客先向けについて，「重視」して作成・開示した
企業（４７社）のうち，６８．１％が効果ありと回答しており，金融機関同様に，開示する対象
を重視して作成すれば，効果がかなり高いことがこのことから伺われる。また，新規開拓
顧客を「重視せず」若しくは「ふつう」に意識して作成・開示した企業の中で，効果が
あったという回答はほとんどみられなかった」ixとしている。これらの研究は，知的資産経
営報告書の外部報告書としての有効性を認めるものであるが，効果を得るには開示する対
象を重視して作成する必要があると考えられる。
２．２．３　知的資産経営報告書を外部報告書としての利用する上での課題
　中森（２０１１）の行った報告書の非財務情報の開示状況に対する金融機関の意識調査では，
記載内容に対して信憑性がないという結果であった。そして中森は調査結果から「同業者
などとの相対比較といった客観性を重視し，また，財務情報との関係性といった強みの効
果を重要視している傾向にある」x ，「数値やビジュアルな開示の方が，ストーリーでの開示
よりも信憑性が高まる」xiと述べている。鷹津（２０１５）の報告では，知的資産経営報告書に
よる外部コミュニケーションの促進効果が否定されるのは，報告書全体の説得性の脆弱性
によるとしている。そのため，「過去の成果を特許出願，特許権等の形で表すことにより，
金融機関などに対して，価値創造ストーリーに示す技術力が相応のものであったことの説
得力は増す」xii，「説得性をより高めるためには，権利化されている部分についてだけでな
く，例えば技術サポートを継続的に提供するために，自社のサポート網のほか，ライセン
シーや代理店側の技術者を養成する体制が整っていること，補給部品を継続調達すること
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のできるネットワークの存在，それらを維持・推進する礎となっている自社側の経営理念
などと，権利化部分との関係を，価値創造ストーリーに沿って見せること」xiiiが求められる
としている。
　これらの研究では，報告書ではどのように価値を創造していくのかを，具体的な成果，
数値を用いて，ストーリーとして示すことが重要とされている。そして具体的な数値とし
て，KPI xiv の設定が求められるxv。土井（２０１３）の報告においても，報告書を外部に開示
することを目的とする場合には，「自らの主張を裏付け，補強するようなKPIを見つけるこ
とが重要になる。逆に言うと，適切なKPIが見いだせない場合は，開示しても信頼性の低
い報告書となってしまう」xviと述べられている。米岡（２０１５a）のKPIの設定状況を確認し
た研究では，知的資産について将来の目標値（KPI）を設定している企業は約３割にとど
まっている。すなわち多くの報告書は，KPIの設定の面から見ると信頼性の乏しいもので
あると言える。しかし２．２．１項で確認したように，多くの連携事業では既知の企業をパー
トナーとして選択していることが多い。そのため，実際の連携に際してパートナー企業が
どのようなKPIで管理しているかなどは，重視していないことも考えられよう。

３．研究対象

　企業連携は，複数の企業が連携して新たな技術・製品の研究開発を行う，または新たな
事業を行うことである。ここで，研究開発型と市場開発型の連携事業では，パートナー企
業の選択に違いがあると考えられる。本研究では，研究開発型の連携事業を対象とする。
また企業間連携は，該当企業が独自に連携関係を構築したものと，公的支援を活用するこ
とを前提に関係構築したものとに分類できる。公的支援を受けるための条件をクリアする
必要性から，公的支援を受ける企業連携の方がパートナー企業の選定は厳しく行われると
考えられるため，本研究では，公的支援を受けた連携事業を対象とする。また，製造業に
対しては，製品開発の段階に応じた公的支援策があり，どの企業が支援を受けた事業を
行ったかが明らかにされていることから，対象業種は製造業とする。
　これらのことから，本研究では中小企業庁が，中小企業のものづくり基盤技術の高度化
に資することを目的に行っている「戦略的基盤技術高度化支援事業」xvii に認定され，開発成
果報告書を提出している連携事業を対象とする。２０１５年１２月１日時点で確認できた２００６年
から２０１２年までに認定を受けた４５７事業の中から，研究開発成果等報告書を複数の企業で
提出している事業を抽出し，事業管理者，法認定事業者に記載されている企業７７２社xviiiを
調査対象とした。同じ企業が複数回認定を受けている場合があるが，その場合は一番新し
い事業に関して回答を求めた。また，パートナー企業が複数である場合には，連携事業参
画までに一番取引のなかった企業について回答を求めた。対象企業７７２社に対し，経営責
任者，総務担当，連携事業業務担当者向けの調査票を２０１５年１２月下旬に郵送し，２０１６年２
月末までにFaxもしくはWebページから回答を得た。宛先不明は３４社，受け取り拒否は５
社であった。全体では７６社から回答を得ている（回答率９．８％，宛先不明などを除くと
１０．３％）。経営責任者からの回答は６４社，総務担当者からの回答は６３社，連携事業担当者か
らの回答は５２社である。
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４．調査結果

　既述のように，現在公開されている多くの知的資産経営報告書は信頼性が乏しく，これ
を活用した連携事業のパートナー企業の選定は多くないと考えられる。そこで本研究では
実際に連携事業を行ったことのある中小企業にアンケート調査を行い，パートナーとして
どのような企業をどのような情報xixをもとに選定したかを確認する。その上で，報告書が
新規顧客開拓に有効であったとする報告内容と比較する。
　本研究では，経営責任者および総務担当者からの回答を得た５３社のデータを用いて分析
を行うxx。経営責任者への調査項目は，①連携事業への参加動機，②パートナー企業につ
いて確認した事項，③連携事業による関係構築の大きく３項目から構成されている。総務
担当者への調査項目は，①業務内容・規模などの基本情報，②取りまとめている企業情報
の大きく２項目から構成されている。

４．１　回答企業の概要
　「戦略的基盤技術高度化支援事業」はものづくり基盤技術を担う中小企業に対しての支援
であり，大分類としての業種は製造業と情報通信業が中心である。また比較的小規模の企
業に対する支援となっている。図１から図５に回答を得た企業の規模，業種の割合，業務
範囲等を示す。
　企業規模（図１，図２）を見ると，資本金が５，０００万円未満xxiの企業が８割以上，正社員
数は３０名未満が６割以上xxiiであり，比較的小規模の企業からの回答が中心となっている。
　小分類の業種（図３）では，金属製品製造業とプラスチック製品製造業がそれぞれ１０社
と多いものの，多様な業種からの回答を得ている。
　業務範囲（図４）では，研究開発と製造・加工が６割を超えている。営業販売に関して
も半数以上の企業が行っている。これは，知的財産権を取得している企業，独自製品を
持っている企業が７割であるxxiiiことと合わせ，技術開発・製品化に積極的な企業群である
ことを示している。ただし，自社の強み（図５）として「技術」を上げる企業が８割を超
えるにもかかわらず，特許を上げている企業は２割に満たないxxiv。これは，中森・坂倉
（２００７）が行った中小企業の知財活用に関する意識調査において，特許を多く持つ企業とそ
うでない企業では，自社の強みを技術と回答するのに差がないと報告していることと合致
する。
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４．２　連携動機・きっかけ
　連携事業に参画する動機，パートナー企業とのきっかけ，パートナー企業との関係構築
に関する回答を，図６から図８に示す。
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図１　企業規模（資本金） 図２　企業規模（正社員数）

図３　業種割合

図４　業務範囲 図５　自社の強み



　連携事業に参画する動機（図６）を見ると，新技術の獲得が６割を超えている。また，
研究機関とのつながりの構築を動機としている割合も５割弱と多く，技術的な動機が強い
ことを示している。一方で，連携事業における優遇処置は一番少なく２割程度であり，公
的支援策が得られることは強い動機になっていない。
　パートナー企業とのきっかけに関する回答（図７）では，従来からの取引先が１番多く，
続いて連携事業に参画する他企業からの紹介となっている。従来からの取引先であること
は先行研究と合致するが，紹介や団体等を介したきっかけは少数であり，先行研究とは異
なる結果となった。また，「同一県内・地域内の企業であることを重視するか」という問
いに「はい」と回答した企業は９社（１７％）であったことから，結果として近距離の企業
と連携する状況になっていると考えられる。
　パートナー企業との関係構築に関しての回答（図８）では，事業内容を重視した関係構
築が２５社（４９％），事業後を見据えた関係構築が２６社（５１％）でありxxv，半々に分かれて
いる。

４．３　パートナー企業に関して確認した情報
　パートナー企業に関して確認した情報に関する回答を，図９から図１２に示す。
　連携事業開始前に確認したパートナー企業の経営情報に関する回答（図９）では，事業
内容が一番多く４３社（８１％），続いて企業規模の２３社（４３％），所在地の１５社（２８％）と
なっている。ただし，所在地を確認した企業で，同一県内・地域内の企業であることを重
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図６　連携事業に参画する動機

図７　パートナー企業とのきっかけ 図８　パートナー企業との関係構築



視すると回答した企業は４社に過ぎない。
　連携事業開始前に確認したパートナー企業が所有する技術に関わる情報に関する回答
（図１０）では，「それまでに開発した製品・サービス」と「研究開発中の技術内容」がそれ
ぞれ２９社（５５％），２７社（５１％）である。開発業務プロセス，知財，所属技術者など広く
公開してないと考えられる内容の確認は，２割程度の企業にとどまっているxxvi。また，
パートナー企業のKPIなどの管理に関して調査・確認した企業は６社（１０％）にとどまっ
ている。
　パートナー企業に関する情報の主な入手方法に関する回答（図１１）では，パートナー企
業から文書を取得，パートナー企業のホームページの確認が多い。実際に入手した報告
書・書類に関する回答（図１２）では，会社案内が３５社（６６％），製品カタログが２６社（４９％），
申告書（財務諸表）が１１社（２１％）となっている。知的資産に関わる報告書や経営計画に
関する情報入手は少ない。

５．パートナー企業選定情報に関する考察

５．１　外部に向けた知的資産経営報告書の重点項目に関する考察
　既述のように，近畿経済産業局（２０１０）の調査結果では，開示する対象を重視して作成
することにより，報告書を外部報告書として有効に利用することが可能である。
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図９　確認したパートナー企業の経営情報 図１０　確認したパートナー企業の技術情報

図１２　入手した報告書・書類図１１　情報の主な入手方法



　近畿経済産業局（２０１０）の調査は開示する側からの視点であり，本研究のアンケート調
査は参照する側からの視点である。新規開拓顧客向けに作成した報告書で重点項目とされ
ていたものに，今回のアンケート調査における確認項目を対応させたものを，表１として
示す。

　

　近畿経済産業局（２０１０）の調査結果から，外部向け報告書としての使用を想定して特に
重視されている項目は，「事業実績からの強みの抽出」および「強みの競争優位性，市場
性」であり，重視することで効果が大きい項目は，「事業計画の実現可能性」，「事業実績
とKPIの関連性」，「事業計画とKPIの関連性」，「弱みの認識・改善方法」であることがわ
かる。すなわち，これまでの事業実績から強みを示しつつ，今後の事業計画についてKPI
を用いて示す「ストーリー」重視の内容となっている。一方で，本研究のアンケート調査
結果を見ると，それまでの事業実績を確認するものの財務的内容にはあまり触れていな
い。また，今後の計画，プロセス，評価に関して確認する企業は少数であり，「開発実績」
重視の内容となっている。開示する側は自社の今後を重点的に示す一方で，参照する側は
これまでの実績を重視していることになる。開示する側が取り上げている各項目に関し
て，実際に連携に向けて確認されていたかという視点から，記載内容について考察する。
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表１　外部向けに報告書を作成する際の重点項目

出所）近畿経済産業局（２０１０）の調査結果から作成
注）重視度は，外部向けとして効果があったと回答した企業がどの程度重視したか（５点満点）である。効果の
差は，外部向けとして効果が確認できなかった企業と効果があった企業との重視の差である。



• 経営方針を示す項目（経営理念・社是，沿革）
重視度は高いが，効果の差が小さい項目である。
企業案内などから多くの企業が確認しており，齟齬は生じていない。

• 事業実績からの強み
重視度が高く，かつ効果の差が大きい項目である。
開発実績としての製品・サービスを半数以上の企業が確認していることから，事業実
績を重視した報告書を作成することで効果があった考えられる。

• 強みの競争優位性
重視度は高いが，効果の差が小さい項目である。
連携に向けた確認では，知的資産として人的資産，知的財産権，製品・サービスの比
較を行った企業は少ないという結果になっており，このことが報告書作成において重
視しても効果が低い結果につながったと考えられる。

• 強みを活かした事業計画
重視度は高いが，効果の差が小さい項目である。
連携に向けた確認において，強みをどのように活かすかという研究開発に関しては，
半数の企業が確認しているものの，実際の計画に関して確認している企業は少ない。
したがって報告書の作成では，どのように強みを活かすかという開発内容を重視した
方が良いと考えられる。

• 事業計画の実現可能性
重視度が低いが，効果の差が大きい項目である。
連携に向けた確認において，今後の開発案件や業務プロセスに対する確認を行った企
業は少ない。積極的に確認は行わないが，開示されている場合には内容を詳細に確認
し評価していることが考えられる。

• ストーリー性
重視度は高いが，効果の差が小さい項目である。
知的資産経営報告書作成マニュアルでは，過去から現在，現在から未来における価値
創造ストーリーを記載するとしている。
連携に向けた確認では，半数の企業がこれまでの開発実績を確認するものの，今後の
開発に関して確認する企業は少数である。また，価値創造の結果が反映される財務状
況を確認する企業も少ない。どのような知的資産から価値を創造してきたかという過
去から現在のストーリーが重視されると考えられる。

• KPIとの関連性
重視度が低いが，効果の差が大きい項目である。
連携に向けた確認では，KPIを確認する企業は少数である。積極的に確認は行われな
いが，開示されている場合には他の情報の信頼性が増すため，関係構築に有効に働く
と考えられる。

• 改善
重視度が低いが，効果の差が大きい項目である。
連携に向けて確認する企業は少数である。積極的に確認は行われないが，長期的な関
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係構築の検討に有効に働くと考えられる。

５．２　関係構築に関する意識の違い
　既述のようにパートナー企業との関係構築に関しての回答では，事業内容を重視した関
係構築と，事業後を見据えた関係構築は，半々に分かれている。
　関係構築に関する意識の違いによる回答数の違いを表したものが，図１３から図１８であ
る。サンプル数が少ないため明確な差が出たのは，「パートナー企業のホームぺージから
の情報入手」xxviiだけであるが，事業後を見据えた関係構築では幅広く情報を入手している
と考えられる。また明確な差となっていないが，事業後を見据えた関係構築では開発業務
プロセス，所属技術者，様々な計画・報告書を入手している。
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図１３　連携事業に参画する動機 図１４　パートナー企業とのきっかけ

図１５　確認したパートナー企業の経営情報 図１６　確認したパートナー企業の技術情報



　

５．３　確認項目間の関連
　経営責任者に対して質問した主要項目間の独立性検定を行った結果，幾つかの項目にお
いて，他項目と関連があることが確認された。パートナー企業の経営情報について確認し
た事項，パートナー企業が所有する技術情報と，入手した報告書・書類の間では，関連す
る報告書に違いが見られる。検定結果を表２に示す。
　知的資産経営報告書の利用は，取引金融機関，公開されていないノウハウに関連がある
との結果である。しかし知的資産経営報告書を入手したと回答した企業は１社しかなく，
この結果から知的資産経営報告書が，財務情報と非財務情報の双方についての資料として
機能していると考えることはできない。むしろ，そのような機能を持てる報告書であるに
もかかわらず，利用されていないと見るべきであろう。現状では，知的資産経営報告書が
認知されていない，または有効に利用されていないと考えられる。
　技術情報の確認を概観すると，前述の報告書以外で関連性が認められるのは，各種計画
書，申告書，製品カタログであるが，書類の性質上，関連性を検討できるのは製品カタロ
グだけであろう。しかし，製品カタログはあくまでも製品・サービスの紹介であり，技術
的に深い内容を検討できる書類ではない。一方で，それまでに開発した製品・サービスと
研究開発中の技術内容だけでなく，開発業務プロセス，知財，所属技術者など広く公開し
てないと考えられる内容について確認した企業が少数ではあるが存在している。パート
ナー企業として既存取引先を選定している企業は，それまでの取引関係の中から相手の技
術に関して深く理解していることが考えられるが，取引関係になかった企業と連携事業を
実施した企業は，口コミなどの手段により確認したと考えられよう。

６．おわりに

　本研究では，中小企業の研究開発型の企業連携についてアンケート調査を行い，その結
果をまとめるとともに，パートナー企業の選定情報に関する考察を行った。
　公的支援を受ける連携事業では，３～５年以内に成果を上げることが求められるため，
パートナー企業の経営状況への関心が高いと考えたが，実際にパートナー企業の財務情報
などを確認した企業は１割程度に過ぎない。必要としている情報は事業内容，それまでに
開発した製品・サービスを基にした技術情報であり，経営状況に関する関心度は低い。技
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図１７　情報の主な入手方法 図１８　入手した報告書・書類
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術情報に関しても，報告書などの書類ではなく口コミを活用していることが考えられる。
これは，これまでの取引関係を重視して企業連携を構築するため，パートナー企業の経営
状態や技術力を把握しているためと考えられる。
　パートナー企業のKPIなど，管理に関して調査・確認した企業は１割にとどまっている。
しかしKPIを示すことは企業間関係で良い効果を上げることが期待できる。KPIに関して
は重視される情報ではいが，開示するという姿勢が必要であろう。
　本研究で調査対象とした企業連携全体では，これまでのところ，パートナー企業に開示
する情報を，ストーリーを重視する知的資産経営報告書のような形式にまとめる必要がな
かったと言えよう。しかしながら，長期的な関係構築を意識して連携事業を行う企業にお
いては，財務情報や業務プロセスなどの確認を行う傾向にあり，幅広く情報を入手してい
る。事業計画の実現可能性など，開示することで良い企業間関係を作ることが期待できる
情報もある。確認すべき内容の多くは，現在の知的資産経営報告書で記載されるため，研
究開発型の企業連携においても，長期的な関係構築を目指す場合には，知的資産経営報告
書のような形式で，自社の事業・技術と財務情報などを関連付けてまとめることは有用と
考えられる。
　知的資産に関わる報告書にどのような内容が良いかを考察するためには，様々なタイプ
の企業連携について確認する必要がある。異なる業種業態の企業連携，水平連携と垂直連
携では，必要とする情報が異なると考えられる。特に製品化・市場開発などで，異業種と
連携を行う場合は，従来からの取引先でないことが考えられ，重点的に確認する項目が異
なるであろう。これらが今後の課題である。したがって，今後追加のアンケート調査を行
い，その結果を踏まえ，知的資産に関わる報告書の内容について考察を進める。
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xv 経済産業省の開示ガイドラインにおいても適当な指標（KPI）で表すことが求められている。
xvi 土井（２０１３）p６４
xvii 戦略的基盤技術高度化支援事業は平成１８年度より施行されている。３～５年以内に市場化を見

込める研究開発であり，開発のための共同体が明確化されていることなどが条件とされ，認定さ
れることで助成や各種特例処置を受けることができる。　

xviii 事業管理者が財団法人など認定支援を主としている組織で，実質中小企業１社が行った事業に
関しては調査対象から除外している。

xix 実際には，特別な技術など連携事業の内容に沿った固有の情報も活用される。しかし，それらの
情報の一般化は困難であるため，本研究では情報の概要・種類の確認までにとどめている。
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xx 連携事業担当者へは連携事業実施の前・中・後におけるパートナー企業との関係・評価に関し
て質問しており，本研究では扱わない。

xxi １，０００万円未満と１，０００万円以上５，０００万円未満の合計
xxii １０名未満と１０名以上３０名未満の合計
xxiii 独自製品の販売，サービ展開を行っていると回答した企業は３７社（７０％）である。
xxiv 特許などの知的財産権を有していると回答した企業は３９社（７４％）である。
xxv 回答なしは２社である。
xxvi 研究開発連携ではパートナー企業の技術の確認が必要であるという視点から低いと論じている

が，公開度の低い情報を２０％の企業が確認したことは高い割合であると判断することもできる。
xxvii カイ２乗検定による漸近有意確率（両側）は０．０３５８６３であり，５％水準で有意に関連がある。
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Partner company choice information in the research and development
cooperation of small and medium-sized enterprises

Eiji YONEOKA

Abstract
　SMEs must seek to expand into new business areas. Therefore, inter-enterprise cooperation is 
important. And intellectual asset management information is required in the selection of 
partners.
　In this study, a questionnaire survey was conducted in small and medium-sized companies 
that have carried out cooperation projects of research and development type. As a result, the 
information in the selection of partners is less information related to intellectual property. 
However, in the companies that are aware of the long-term relationship-building, it is effective to 
put together the report, such as the intellectual asset management report.




